
８　生活環境の保全
計画終期における福島県安全で安心なじ

No. 施策推進に向けた具体的取組 令和４年度　取組(事業実施) 担当部局 担当課

(1) 生活環境保全に関する意識の向上

　8-1-1 水・大気環境に関する普及啓発

1

　県民に対する生活排水の適正
処理や低公害車の普及など環境
に配慮した取組、及び事業者に
対する環境負荷低減の取組の周
知啓発を進めるとともに、大気
環境や水環境等の監視結果など
を公表し、環境保全への自主的
かつ積極的な取組を促進しま
す。また、事業者等を対象とし
たセミナーや事例発表会を開催
すること等により、工場・事業
場による排出削減や化学物質の
リスクコミュニケーションの取
組の普及啓発、促進を図りま
す。

　令和３年度の環境等測定調査結果の公表を実施す
る。

　事業者等を対象にして、リスクコミュニケーション
に関する研修会や事例発表会・交流会を開催する。

　企業訪問やアンケート調査の実施により、現在の状
況を把握し、データの蓄積と情報網の再構築を図る。

　事業者を対象としたフロン排出抑制法に関する説明
会を開催する。

生活環境部 水・大気環境課

　8-1-2 廃棄物等の適正処理推進に向けた普及啓発

　8-1-3 地球温暖化対策等に向けた意識啓発

3

　「地球にやさしい“ふくし
ま”県民会議」等と連携しなが
ら、県民、事業者、行政等のあ
らゆる主体による省資源・省エ
ネルギーや資源循環に向けた取
組が積極的に展開されるよう、
意識醸成に向けた普及啓発に取
り組みます。

「福島県2050年カーボンニュートラル」の実現に向け
て、部門別の目標や必要となる取組を示したロード
マップを５月に策定した。

　また、県民、事業者、市町村等あらゆる主体と一体
となった地球温暖化対策を推進するため、「地球にや
さしい“ふくしま”県民会議」を６月に開催し、具体
的な取組について協議した。

　全県的な一層の機運醸成を図るため、一般県民を対
象として、再エネや省エネを始めとしたカーボン
ニュートラルに関するイベント「REIFふくしま2022×
ふくしまゼロカーボンDAY!2022」を10月13日から15日
にかけて開催するほか、年内には、家庭での省エネの
取組や効果を示したパンフレットの配布や、企業向け
研修会を実施する予定である。

生活環境部 環境共生課

　8-1-4 環境教育の充実と指導者の育成

4

　県民の環境に対する関心を深
めるため、各種団体や市町村等
が行う研修会などに環境アドバ
イザーを講師として派遣するほ
か、小学生に向けた環境副読本
を作成し配布する等、環境教
育・学習の推進に取り組みま
す。

【環境アドバイザー派遣事業】
・市町村、各種団体等が開催する環境保全を目的とし
た講演会や学習会に、環境アドバイザーとして委嘱し
ている環境分野の第一線で活躍している県内の学識経
験者等を派遣する。

【環境教育副読本】
・環境教育に関する副読本を県内の小学５年生に配布
し、授業での活用等を通して、子どもたちの環境問題
に関する理解の促進を図る。

生活環境部
環境共生課
生活環境総務課

2

　排出抑制、再使用、再生利用
による廃棄物の減量化の更なる
推進に向けて、市町村と連携し
ながら、県民・事業者の自主的
な取組の推進につながるよう普
及啓発に取り組みます。また、
産業廃棄物の適正処理推進のた
め、県民や排出事業者等に対し
て、正しい知識の普及啓発に取
り組みます。

　ごみ減量化推進プロジェクト、食品ロス削減推進事
業を推進し、ごみの発生量の削減に努めるとともに、
ごみ減量アイデアコンテストの実施や環境アプリを活
用した情報発信により、ごみの減量を訴えかけてい
く。
　
　また、排出事業者及び処理業者に対して、産業廃棄
物適正処理に係る研修会や講習会等を実施し、処理委
託、処理方法等に関する正しい知識の普及啓発に取り
組む。

生活環境部
一般廃棄物課
産業廃棄物課



No. 施策推進に向けた具体的取組 令和４年度　取組(事業実施) 担当部局 担当課

(2) 環境保全対策（監視、調査を含む）

　8-2-1 工場・事業場に対する監視の強化

　8-2-2 産業廃棄物の適正処理推進や不法投棄対策の実施

6

　事業者や処理業者の立入検査
等を実施し、産業廃棄物の処理
や施設の維持管理が適正に行わ
れるよう監視・指導を行いま
す。また、産業廃棄物の不法投
棄の未然防止と早期発見等のた
め、不法投棄監視員の配置や休
日・夜間の警備会社への監視委
託等の対策を実施し、不適正処
理事案に対しては、事実関係の
把握や原状回復の指導等を行い
ます。

　適正処理を徹底させるため、排出事業者や処理業者
に対し、立入検査等による監視指導を行う。
　不法投棄の未然防止や早期発見のため、各市町村の
区域毎に不法投棄監視員を配置するとともに、警備会
社による夜間・休日の監視、地域住民による監視体制
づくりの支援等を行う。

生活環境部 産業廃棄物課

　8-2-3 県民総ぐるみの地球温暖化対策

7

　「地球にやさしい“ふくし
ま”県民会議」等と連携しなが
ら、県民、事業者、行政等のあ
らゆる主体が一体となって、省
資源・省エネルギーや資源循環
に向けた取組を進めます。
　また、県有建築物の再生可能
エネルギーの導入拡大や省エネ
ルギー対策等の推進に取り組み
ます。

「ふくしまゼロカーボン宣言」事業やみんなでエコ
チャレンジ事業等の実施により、事業所・団体や家庭
における自主的な省資源・省エネルギー活動を促進す
るとともに、ＺＥＨや電気自動車等の普及拡大に向け
た支援を実施する。

また、県も一事業者として、省エネ対策や再エネ導入
等を推進し、あらゆる主体と一体となってカーボン
ニュートラルの実現に向けた取組を進める。

生活環境部 環境共生課

(3) 生活環境保全のための体制の整備

　8-3-1 事故発生時の対応

8

　水・大気環境の汚染に係る事
故発生時には、事業者に対し
て、有害物質の流出防止措置を
講ずるよう指導するとともに、
関係機関と連携し、迅速かつ適
確に環境汚染防止措置を講じ、
有害物質の流出による環境汚染
を抑制、防止します。また、光
化学オキシダント、硫黄酸化物
等の大気汚染物質の濃度が上昇
し、注意報等を発令した場合
は、関係機関と連携し、速やか
に県民へ情報提供するととも
に、工場・事業場への燃料使用
量削減等の協力要請を行い、健
康被害の発生を未然に防止しま
す。

水質、大気・化学物質関係の事故発生時には、事業所
に対して、被害拡大防止、原因究明、再発防止を指導
する。

大気汚染常時監視システムにより、光化学オキシダン
ト、硫黄酸化物等の大気汚染物質による大気の汚染状
況を常時監視する。

注意報等発令に係る通報訓練を行う。

生活環境部 水・大気環境課

　工場や事業場に対する立入検
査を継続して行い、水質、大気
発生源からの汚染物質等の排出
基準等の遵守の徹底を図りま
す。また、環境モニタリング調
査を行い、環境中における汚染
物質の状況を把握、監視しま
す。排出基準や環境基準の超過
が見られた場合は、環境への負
荷を極力抑えるために詳細調査
などによる原因究明や事業者へ
の改善対策の指導等、迅速かつ
的確な措置を講じます。
　また、アスベスト等に関し
て、各種広報媒体の活用や関係
団体との連携により、解体業者
や施設管理者等に対して適正処
理の周知に取り組むとともに、
建築物解体現場等への立入検査
を強化し、適正処理を推進しま
す。

大気発生源調査、水質発生源調査を実施し、工場、事
業場に対する指導を行う。

公共用水域及び地下水の監視を行う。

ダイオキシン類その他化学物質に係る環境モニタリン
グ調査を行う。

アスベストについて、建築物等の解体等工事現場の立
入検査を行うほか、解体等工事現場の周辺環境濃度調
査及び一般環境大気中のアスベストモニタリング調査
を行う。

生活環境部 水・大気環境課5



No. 施策推進に向けた具体的取組 令和４年度　取組(事業実施) 担当部局 担当課

　8-3-2 市町村の取組支援

9

　ごみ減量化やリサイクル促進
のモデル事業の実施等を通じた
市町村の取組支援や、市町村等
による「廃棄物処理事業継続計
画」の早期策定を促進します。

県内各方部において市町村の連絡会議を開催するとと
もに、ごみ減量の取組を希望する市町村と連携してモ
デル事業の実施に取り組む。

生活環境部 一般廃棄物課

　8-3-3 不法投棄広域化への対応

10

　産廃スクラム（関東及びその
近県の都県市で構成する協議
会）への参加等、広域連携を推
進し、構成自治体と日頃から情
報を共有するとともに、産業廃
棄物収集運搬車両の一斉路上調
査を連携して実施するなど、産
業廃棄物の広域移動に伴う不法
投棄の未然防止や発生時の迅速
な対応に努めます。

　広域・悪質化する産業廃棄物の不法投棄等を未然に
防止するため組織された北海道東北各県、南東北３
県、産業廃棄物不適正処理防止広域連絡協議会（産廃
スクラム３７）などの広域連携組織を活用し、情報の
共有とパトロールや路上指導等の共同事業を実施する
など、県境を越えて広域化している不法投棄に対応す
る。

生活環境部 産業廃棄物課

　8-3-4 参加と連携・協働による環境保全活動の推進

11

　ふくしま環境活動支援ネット
ワーク等、環境教育のネット
ワーク体制や地球温暖化対策に
県民総ぐるみで取り組む、地球
にやさしい“ふくしま”県民会
議の充実を図り、あらゆる主体
の参加と連携・協働による環境
保全・回復活動を進めます。

「ふくしま環境活動支援ネットワーク」を活用し、各
機関から提供された環境に関する情報について、ネッ
トワーク構成団体、関連機関等に情報発信を行う。

また、「福島県2050年カーボンニュートラル」の実現
に向けて、部門別の目標を達成するため、必要となる
取組を着実に実施できるよう「地球にやさしい“ふく
しま”県民会議」の実行体制を強化し、あらゆる主体
の参加と連携・協働による取組を加速する。

生活環境部 環境共生課

　8-3-5 事業者等への支援

　中小企業等が省エネ設備の整備、電気自動車等の導
入など省エネルギー対策等に取り組む際に必要な資金
の融資をあっせんするほか、導入に係る経費の一部を
補助するなど、エネルギー転換による経営改善を促す
とともに、地球温暖化対策に取り組む事業者を支援す
る。

生活環境部 環境共生課

　県中小企業制度資金のうち「ふくしま産業育成資
金」に成長産業枠を設け、環境関連産業や再生可能エ
ネルギー関連産業等の事業者の資金繰りを支援し、産
業の育成を図っている。

商工労働部 経営金融課

(4) 放射性物質に対する正しい知識の普及と環境汚染からの回復

　8-4-1 環境放射線モニタリングの実施

　原発事故により県内全域に放射性物質が拡散し、県
内の放射線量が上昇したことから、県民の安全と安心
を確保するため、県内全域の約３６００箇所に設置さ
れているモニタリングポスト等や、学校、公園、観光
地など人が多く集まる場所など約２万箇所をサーベイ
メータにより空間線量率を測定するとともに、河川、
湖沼、海域など公共用水域の水質、地下水、プール
水、海底土等（約４００箇所）に含まれる放射性物質
を定期的に分析します。結果については、県ホーム
ページに掲載するほか、報道機関に情報提供します。
また、より分かりやすい情報提供を行うため、ホーム
ページの改修を行います。

危機管理部 放射線監視室

　放射能の影響を受けた野生鳥獣について継続的なモ
ニタリングを実施する。（年間402検体を確保予定）

生活環境部 自然保護課

12

　環境保全活動を促進する取組
のほか、産業育成に向けた再生
可能エネルギー関連産業事業者
等への融資、省エネルギー設備
の更新等を行う事業者への補助
を行う等、事業者等を支援しま
す。

13

　県、国、市町村等関係機関の
連携の下、身近な生活環境（大
気、河川、地下水、海域、土
壌、野生鳥獣等）の放射性物質
による汚染状況について、きめ
細かな監視及び測定を継続的に
実施し、その結果を迅速かつ分
かりやすく公表します。また、
公表の方法を工夫するほか、県
内だけでなく県外へも情報発信
していきます。



No. 施策推進に向けた具体的取組 令和４年度　取組(事業実施) 担当部局 担当課

　8-4-2 除染等の着実な実施

14

　県、国、市町村等の関係機関
の連携の下、一体となって除染
等を推進します。
　また、放射性物質汚染対処特
措法に基づき、国の主体的責任
の下、除去土壌等の適正管理と
搬出、搬出完了後の原状回復、
除染後のフォローアップ、森林
の放射線量低減のための取組等
を進めるとともに、引き続き、
長期的目標として追加被ばく線
量年間１ミリシーベルト以下が
堅持されるよう、必要な除染等
の措置を安全かつ着実に実施す
ることを国に求めていきます。

　仮置場の原状回復等に向け市町村への支援を行うと
ともに、除染後のフォローアップ、搬出困難な現場保
管土壌の解消に向けた取組等を進める。
　また、特定復興再生拠点区域外の除染について、そ
の範囲や手法等が地元自治体の意向が十分反映された
ものとなるよう国に求める。

生活環境部 中間貯蔵・除染対策課

　8-4-3 中間貯蔵施設の安全確保

15

　中間貯蔵施設については、除
去土壌等の輸送、施設整備及び
施設運営が安全かつ確実に実施
されるよう状況確認等を行うと
ともに、法律に定められた搬入
開始後３０年以内（令和２７
（2045）年3月まで）の県外最終
処分が確実に実施されるよう国
に求め、その取組状況を確認し
ていきます。

　中間貯蔵施設事業について、施設運営や輸送に関す
る安全・安心を確保するため状況確認等に取り組む。
　また、県外最終処分の確実な実施に向け、最終処分
地の選定等の具体的な方針・工程を早期に明示するよ
う、あらゆる機会を捉えて国に求める。

生活環境部 中間貯蔵・除染対策課

　8-4-4 放射線教育の推進

16

　放射線教育を中核として、防
災教育や道徳教育、人権教育、
健康教育、キャリア教育、エネ
ルギー教育等との関連を図った
「ふくしま」ならではのカリ
キュラムの構築を図っていきま
す。

・各学校の教育課程に放射線教育を位置付け、計画的
に実施する。
・「放射線教育・防災教育実践事例」のホームページ
上での公開を継続することで、各学校の放射線教育に
いかすことができるようにする。
・理数教育優秀教員活用事業において、各地区の理数
教育優秀教員に向けた放射線教育、エネルギー教育等
に関連した研修を実施し、教員の指導力の向上を図
る。

教育庁 義務教育課


